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会社概要



会社概要
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ジャパンＭ＆Ａソリューション株式会社会社名
東京都千代⽥区麹町三丁⽬３番８号
麹町センタープレイス７階所在地

29名従業員
202百万円資本⾦
2019年11⽉１⽇設⽴⽇
Ｍ＆Ａアドバイザリーサービス事業内容
代表取締役社⻑ 三橋 透代表者

取締役 営業管掌 中島 秀浩役員

取締役 管理管掌 河合 寿⼠

独⽴社外取締役 今﨑 恭⽣

常勤監査役 五⼗嵐 敬喜

監査役 阿部 慎史

監査役 酒井 奈緒

私たちは、『相談されたら断らない』※Ｍ＆Ａアドバイザリー会社です。
⽇本の事業承継問題を解決するため、主に中⼩企業を対象とした

Ｍ＆Ａアドバイザリーサービスを提供
当社は、「相談されたら断らない」という経営⽅針を掲げ、“規模が⼩さいから”、“⾚字企業だから”という理由で

ご依頼者からのご依頼を断ることはありません。
全てのＭ＆Ａ案件を受けることで、1社でも多く企業が抱える事業承継等の経営課題に取り組みます。

2023年10⽉31⽇時点

※ ご契約にあたって、企業規模や財務内容以外で⼀定の審査を設けており、審査の結果ご契約ができない可能性があります。

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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経営⽅針

相談されたら断らない

顧客主義

私たちは、『相談されたら断らない』Ｍ＆Ａアドバイザリー会社で
す。“規模が⼩さいから” “⾚字企業だから”といって断ることはあり
ません。全てのＭ＆Ａ案件を受けることで、1社でも多く企業が抱
える事業承継等の経営課題に取り組みます。
また、当社は⾦融機関や会計事務所などの提携先（以下、「提携
先」という）から案件の紹介を受けております。相談されたら断ら
ないことで提携先との強固な信頼関係を構築しております。

私たちは、『お客様のために』アドバイザーとしてＭ＆Ａに取り組
み、常にお客様のために何を優先すべきかを真剣に考えます。事業
承継案件の場合には、従業員や取引先のことを優先する経営者の⽅
が多くいます。そうした経営者の想いを実現し、対象企業の持続的
な発展が可能なＭ＆Ａを⽬指します。
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2023年10⽉期 決算概要
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エグゼクティブサマリー

売上⾼

752百万円 前期⽐＋73.4%

営業利益

176百万円 前期⽐＋ 189.2%

• 前期⽐⼤幅増収増益で着地
• ⾦融機関を中⼼に提携先を拡⼤し、アドバイザリー契約後の成約組数が増加
• 売上増加に伴う原価増はあるものの販管費は前期⽐微増で推移し営業利益率は⼤幅UP

（22/10期 14.0%→23/10期 23.4%）

累計提携数
22/10期 401件

23/10期 467件

新規アドバイザリー契約数
22/10期 267件

23/10期 285件

成約組数
22/10期 59組

23/10期 75組

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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23年10⽉期 P/Lサマリー

達成率
23/10期

予想
23年10⽉24⽇

公表

前期⽐
23/10期22/10期

率額率額（単位：百万円）

106.6%706+73.4%-752-434売上⾼

--+86.6%53.3%40149.5%214売上原価

--+60.4%46.7%35150.5%219売上総利益

--+10.9%23.3%17536.5%158販売費及び
⼀般管理費

117.3%150+189.2%23.4%17614.0% 60営業利益

116.7%144+174.4%22.4%16814.1% 61 経常利益

123.8%101+188.7%16.6%12510.0%43当期純利益

--+67.87円-104.02-36.15１株当たり
当期純利益（円）

※：上場関連費⽤６百万円は営業外費⽤として計上

・アドバイザリー契約数、成約組数が増加し⼤幅増収
・売上原価は増加するも販管費率は前期⽐13.2pt Down
・営業利益は前期⽐約3倍となる
・営業利益率は前期⽐9.4pt Upの23.4％
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売上⾼・営業利益 四半期推移（会計期間）
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売上⾼
（単位：百万円）

21/10期 22/10期 23/10期

⾦融機関を中⼼とする
アドバイザリー契約の紹介が

成約に⾄り売上⾼上昇トレンド

実績が評価され⾦融機関
提携先数が増加

⾼単価の案件が
2件成約

営業利益
（単位：百万円）

21/10期 22/10期 23/10期

⾦融機関の提携先数が
増加し収益安定化
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計画に対し売上⾼
未達により減益

４Q本社移転
コストの発⽣

中⼩企業のM&A実績が評価され、22年10⽉期下半期から⾦融機関の提携数が増加
アドバイザリー契約の質が向上し、売上⾼・利益ともに上昇
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23/10期22/10期21/10期20/10期

64534112⾦融機関
16415213770⼠業
23919616864事業会社等※1

467401346146合計

23/10期22/10期21/10期20/10期

152132497⾦融機関
10112017⼠業
701015738事業会社等
53232321直案件※2

28526714983合計

23/10期22/10期21/10期20/10期

4825102⾦融機関
4723⼠業

1415127事業会社等
91275直案件

75593117合計

主要KPI

23/10期22/10期21/10期20/10期

26201710アドバイザー

3323共通

29231913合計

(⼈)⼈員数 (件)累計提携数

※1：顧問先を有するコンサルティング会社や、多くの取引先を有する企業等です。
※2：直案件はHPの問合せや、過去の取引先からの依頼によるもの。
※3：新規アドバイザリー契約数の内、成約に⾄った組数です。

(件)新規アドバイザリー契約数 (組)成約組数※3

アドバイザリー契約の獲得先を⾦融機関にシフトしたことで良質な案件に移⾏し、
収益⼒向上に寄与

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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売上原価・販管費推移

158 175

214

401

22/10期 23/10期

売上原価

販管費

売上原価 前期⽐＋186百万円

主な売上原価構成
• 紹介⼿数料
• Ｍ＆Ａアドバイザーの給与
• インセンティブ賞与等の⼈件費
• 営業活動にかかる交通費

売上⾼成⻑に直結する費⽤を原価計上しているため、増収に伴い原価増加
販管費は前期⽐微増で推移

⼤幅増収に伴い、主に紹介⼿数料・インセンティブ賞与が増加

23/10 期22/10期
53.3%49.5%

売上⾼原価⽐率

売上原価・販管費推移
（単位：百万円）

販管費 前期⽐+17百万円
⽀払い報酬 ＋８百万円
上場準備に伴い監査費⽤や顧問税理⼠等の報酬増

地代家賃増 ＋８百万円
⼈員拡⼤によりオフィスを拡張

採⽤費増 ＋6百万円
⼈員増のための採⽤費

23/10 期22/10期
23.3%36.5%

売上⾼販管費⽐率
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主要KPI 成約平均単価の推移/成約組数

重要なKPIである成約組数が順調に増加、成約平均単価は良質な案件が増加し上昇

当社の最低成約報酬は原則として500万円としておりますが、新たに提携先から譲渡希望企業の紹介を受ける場合、当社が当該提携先の顧客の紹介先に値するのかについて、慎重に判断
を⾏うため、提携当初の成約単価は低くなる傾向にあります。しかし、当社としては「相談されたら断らない」⽅針で成約実績を積み重ね、提携先からの信頼を得ることで、新規アドバ
イザリー契約及び成約組数の増加並びに成約単価の上昇を⾒込んでおります。

17
31

59 75

7,253

9,467

6,330

8,977

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期

成約組数（組）
成約平均単価(千円)

22/10期の平均成約単価は主に⾦融機関からの
提携当初の案件が増加いたしました。
その結果、21/10期の平均成約単価と⽐較して、
22/10期の平均成約単価は下落しております。

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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64

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 (ご参考）…

営業利益（百万円）

売上（百万円）

成約組数（組）
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（ご参考）事業実績

10
17

20
26 27

83

149

267
285 276

16

72

167
142 145

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期

Ｍ＆Ａアドバイザー(⼈)
アドバイザリー契約数（件）
⽉額契約累計数(件)

成約組数と売上および営業利益 アドバイザリー契約数及びアドバイザリー⼈員数

アドバイザリー契約の獲得件数の増加に合わせて、営業体制を強化
⾦融機関を中⼼とした提携先も徐々に増えており、成約実績・売上とともに成⻑

58.3％増 189.2％増
139.0％増

27.0％増

73.4％増

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.

⾦融機関を中⼼とした提携先増加により案件数増加および良
質な案件獲得により売上、利益ともに計画を上回り着地

（ご参考）
23/10期
計画値

（ご参考）
23/10期
計画値

⾦融機関を中⼼とした提携先増加によりアドバイザリー契約
数が増加
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2024年10⽉期 業績予想
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24年10⽉期 通期業績予想

前期⽐
24/10期23/10期

率額率額（単位：百万円）

21.3%-913-752売上⾼

39.5%26.9%24523.4%176営業利益

46.0%26.9%24522.4%168経常利益

37.1%18.8%17116.6%125当期純利益

＋15.50-119.52-104.02１株当たり
当期純利益（円）

引き続き提携先の拡充を⾏い、
売上⾼前期⽐＋21.3%、営業利益＋39.5%と⼆桁増収増益を⾒込む
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主な施策

• 成約組数増につながる提携先の拡充を⾏う
• ⾸都圏中⼼の提携先を全国区に拡⼤
• 中⼩企業のM＆A潜在ニーズが⾼いことから⼈員数を増強し案件数増加に対応

⾸都圏以外も
ニーズの⾼い地域を
中⼼に提携先を
拡⼤していく

北海道地⽅
9件

東北地⽅
16件

中国地⽅
16件

四国地⽅
8件

九州地⽅
15件

近畿地⽅
40件

中部地⽅
60件

提携先数
467件
※23年10⽉期末

関東地⽅
303件
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業績推移

143

342
434

752

913

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期
予想

-14

38
60

176

245

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期 24/10期
予想

11.2%
14.0%

23.4% 26.9%

売上⾼
（単位：百万円）

営業利益
（単位：百万円）
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市場環境
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⽇本のM&A市場の特徴①：中⼩企業への参⼊障壁が⾼い

⽇本の企業数出典：総務省統計局 令和３年経済センサス‐活動調査産業横断的集計「事業所に関する集計・企業等に関する集計」結果の要約
加⼯⽅法：中⼩企業庁「中⼩企業の企業数・事業所数」（2016年）の⽐率を⽤いて企業規模別の社数を算出
2014年及び2018年の事業承継実績件数は、中⼩企業庁「2021年版中⼩企業⽩書」

⽇本のM&A市場は、⼤企業だけでなく事業承継や必要な資源を持つ中⼩企業においても潜在的なニーズが⾼く、2029年に
は事業承継⽬標60,000件を⾒込みます。⼀⽅で、 ⽇本の99%以上を占めると推計される中⼩企業・⼩規模事業者のM&Aは、
成約時の報酬単価が低く、アドバイザーが積極的に参⼊しにくい現状となっています。

5〜10億円

10億円〜

2,285件
2014年

3,850件
2018年

事業承継実績

54万社

1万社

・潜在的な事業承継ニーズが多いにも関わらず、
M&Aを取扱う各社が基準とする報酬と、譲渡企
業オーナーが⽀払える⾦額との乖離が相当あり
需要に対して、参⼊する対応者が不在であった。
・既存のプレイヤーは、成約時の単価が低下す
る要因になるため参⼊障壁が⾼い。
・⼩規模な組織は、成約時の⼿数料に⽐し⼈件
費が過⼤になるため積極的に参⼊できない。

中⼩企業のM&A案件への参⼊障壁は⾼い

5億円以下

⽇本の企業数

想定譲渡⾦額

対応者

中⼩企業庁の
事業承継⽬標

証券会社・⼤⼿⾦融グループ監査法⼈系FAS

⼤⼿⾦融グループ・⼤⼿仲介会社

312万社
中⼩企業

当社・事業引継ぎ⽀援センター

60,000件
2029年頃

中⼩企業庁の
事業承継⽬標

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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⽇本のM&A市場の特徴②：潜在的な事業承継ニーズは60万社

後継者有
118万者

2019年12⽉に中⼩企業庁が発表した「第三者承継⽀援総合パッケージ」の中では、2025年までに、70歳以上となる後継者
未定の中⼩企業約127万社のうち、約60万社が後継者未定で⿊字廃業の可能性があると⾔われており、事業承継の必要性が⾼
まっております。

また、⿊字廃業の可能性のある中⼩企業の技術・雇⽤等の経営資源を次世代の意欲ある経営者に承継・集約することを⽬的
に2019年12⽉に中⼩企業庁が発表した「第三者承継⽀援総合パッケージ」の中では、中⼩企業のＭ＆Ａが年間4,000件弱に留
まっているのを10年間で60万社の第三者に承継させる⽬標を掲げております。

70歳以上の企業

245万社

後継者不在企業

127万社

⿊字企業 60万社

・中⼩企業庁は今後10年間で
年6万社ペースの承継⽬標

・事業者の参⼊障壁の⾼さから
需要が⼤きく上回る

後継者不在企業

127万社

出展：経済産業省 第三者承継⽀援総合パッケージ

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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企業規模

譲渡価格

低

⾼

⼩ ⼤

マッチング
サイト

⼤⼿銀⾏
証券
監査法⼈系FAS

⼤⼿M&A仲介会社

特徴譲渡価格
（最低成約⼿数料）企業規模

⼤⼿上場企業が買収
者となるようなM&A
が中⼼。
案件獲得への競争が
⾼い。

⾼
(2,000万円以上)⼤

中⼩企業の事業承継
が中⼼。潜在的に対
象企業が豊富なため、
案件に対する競争が
少ない。

中
(500万円以上)中⼩

個⼈・⼩規模事業者
が、⾃⼰責任での売
買となる。譲渡実績
は多いが、トラブル
になる可能性が⾼い。

低
(譲渡企業は0円から)⼩

⽇本のM&A市場の特徴③：中⼩企業案件の競争は少ない

⽇本では事業承継を必要としている多くの中⼩企業がありますが、会社の規模や財務内容等の理由から同業他社が取扱う
ことが困難な案件でも、案件単価に左右されず、数多くの案件に対応する仕組みのある当社は、⽇本の事業承継問題の解決
に貢献していきます。

M&A市場 競合状況

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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⽇本のM&A市場の特徴④：M&A業者は少⼈数組織

Ｍ＆Ａを実施する事業者としては、Ｍ＆Ａ⽀援機関登録数の3,011件の事業者が該当しますが、10名以下の⼩規模な事業者
が９割以上を占めております。

⼀般的なＭ＆Ａ業務の報酬体系の特徴として、成約してはじめて報酬が得られること、また、成約までに⻑期間を要するこ
とが挙げられます。そのため、成約しても報酬が⼩さい案件は対象とされにくく、⼀定の成約報酬を得られる案件に集中する
傾向があります。

特に、少⼈数で構成させるＭ＆Ａ事業者は成約実績を積み上げにくいことから、成約までに要する⼈件費等のコストを上回
る収益を少ない成約実績で確保する必要があるため、成約報酬の⼤きい案件に注⼒するものと考えております。また、⼀定規
模のＭ＆Ａ業者においては、成約時の単価上昇による売上増・効率性の向上をＫＰＩとしていることが多いため、中⼩企業の
事業承継ニーズには対応しにくいと考えております。

M&A⽀援機関に登録している、従事者数

~9

10~19

20~49

50~99

100~499 ６

９

23

97

2,876

出典：中⼩企業庁 M&A⽀援機関登録制度に係る登録フィナンシャル・アドバイザー及び仲介業者の公表(令和5年度10⽉18⽇))について

(⼈)

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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競争⼒の源泉
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⽉額報酬

ビジネスモデル①：案件獲得の基盤構築

Ｍ＆Ａの案件の継続的な獲得が当社の継続的な拡⼤に必要であるため、当社は⾦融機関である地⽅銀⾏・信⽤⾦庫や証券会
社、税理⼠・会計事務所等と提携関係を構築しております。提携を進めることにより、安定的かつ継続的にご依頼者の紹介及
び新規アドバイザリー契約の獲得ができるようになります。

DM・電話・訪問による新規営業

当社へ対応依頼提携先への相談

提携先への相談

提携先の課題
・⾃社内のリソース及びノウハウに限りがある。

ご依頼者 提携先 Ｍ＆Ａ業者

Ｍ＆Ａ業者Ｍ＆Ａ検討先
⼀般的なＭ＆Ａ業者の案件獲得プロセス

⾦融機関

⼠業等

当社の案件獲得プロセス

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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⾯
談

条
件
調
整

買
収
候
補
先
の
打
診

案件獲得期間

ビジネスモデル②：時間と⼈員コストを効率化した案件獲得が強み

⼀般的に、数か⽉間以上の多くの時間と労⼒をかけてＭ＆Ａニーズの発掘を⾏うのに対して、当社は提携先から効率的かつ
安定的にＭ＆Ａニーズを有するご依頼者の紹介を受けております。

M&A成約までの⼀般的なスケジュール

⽉額報酬
提携先との分業により
ニーズの強い案件を

短期間で受託

0ヶ⽉

成約
報酬

⼀般的な
M&A業者 数ヶ⽉~数年 着⼿⾦ 中間⾦ 成約

報酬

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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ビジネスモデル③：⾦融機関を中⼼とする提携先との関係

当社は、安定的かつ継続的にご依頼者の紹介を受け、新規アドバイザリー契約を獲得しております。特に、中⼩企業を顧客
として多く有する⾦融機関は、中⼩企業のオーナーから事業承継に関する相談相⼿として選ばれる傾向にあります。

しかし、⾦融機関を含む提携先の多くは、⾃社内のリソース及びノウハウに限りがあり、相談への対応が困難となっており
ます。主に中⼩企業に対しＭ＆Ａアドバイザリーサービスの提供を⾏っている当社の経営⽅針と、提携先の抱える課題が⼀致
したことにより、提携先から当社に対して事業承継の希望を有する中⼩企業を紹介されております。当社は提携先と良好な提
携関係を築くことで、安定的な譲渡希望候補者の紹介を受けることが可能な体制を構築しております。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

⾦融機関
専⾨仲介機関

⾃社
公認会計⼠、税理⼠等

取引先等
同業他社

事業引継ぎ⽀援センター
商⼯会議所・商⼯会

オンラインマッチングサイト
その他

19.7%

出展:（株）東京商⼯リサーチ「中⼩企業の財務・経営及び事業承継に関するアンケート」（2020年11⽉）

M&A実施意向のある中⼩企業の事業承継に関する相談先

※複数回答可

59.9%
42.9%

32.7%

10.9%

12.2%

14.3%

9.5%

2.7%

2.0% （n=147）
12 41 53 6470

137
152 164

64

168
196

239

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期

事業会社

⼠業

⾦融機関

提 携 先 の 累 計 獲 得 状 況
(件)

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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売上の構成

報酬体系請求時期

成約時⼿数料（レーマン⽅式）は取引⾦額に
料率を乗じた⾦額（最低成約報酬500万円）

クロージング時

報酬⽐率報酬基準額（消費税別）

5.0％５億円以下

4.0％５億円超 10億円以下
3.0％10億円超 50億円以下
2.0％50億円超 100億円以下
1.0％100億円超

報酬体系請求時期

・企業概要資料作成
・デューデリジェンスサポート
・契約書作成サポート
・買収候補のリストアップ・打診
・買収候補者との条件調整 等

毎⽉

ビジネスモデル④：売上の構成

当社のＭ＆Ａアドバイザリーサービスの報酬体系は、譲渡希望企業と譲受希望企業の間で譲渡成⽴時に受領する成約報酬と
アドバイザリー契約に基づき譲渡希望企業から受領する⽉額報酬から構成されております。

成約報酬は業務の完了に伴い、報酬を受領いたします。この際、仲介業務を⾏った場合、譲渡側と譲受側の双⽅より報酬を
受領します。⽉額報酬は、アドバイザリー契約の役務提供の対価として⽉々の報酬を受領しており、件数を増やすことで安定
した収益基盤を構築しています。

また⽉額報酬を受領することによって、ご依頼者としては、毎⽉の成果を要求し、弊社担当者は成果を出すため案件をしっ
かり取り組む報酬体系です。

＋

・成約報酬×成約組数の積上げ

・⽉額報酬×契約件数の積上げ

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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ビジネスモデル⑤：案件の進捗体制の特徴・優位性

当社の推進体制競合の状況主な差別化ポイント

時間とコストを要するＭ＆Ａニーズの発掘は⾏わず、
提携先からご依頼者の紹介を受けることで、効率的
且つ安定的な案件獲得が可能な体制である。

ターゲットとする企業へ電話・メール・
DM等でアプローチを⾏う。案件の獲得⽅法

案件毎の担当制とし、原則として２⼈１組で相談か
らクロージングまでの業務を⼀気通貫で担当。

Ｍ＆Ａニーズの発掘やアドバイザリー契
約締結を⾏う部⾨・譲渡契約書作成やク
ロージングを担う部⾨等、各フェーズに
応じて担当部署を変更する分業制。

案件の関わり⽅

経験者だけではなく、未経験者も採⽤する。
未経験者と経験者と組み合わせ、必要な業務を⼀気
通貫で担当することで中⼩企業のＭ＆Ａに必要な知
識及び経験の早期習得が可能である。
未経験者であっても半年から１年程度で成約実績を
積むことができ、未経験者の早期の戦⼒化が可能な
体制である。

会計及び法律等の⾼い専⾨性を有する⼈
材が集約。⼈材の特徴

中⼩企業に対しＭ＆Ａアドバイザリーサービスの提
供を⾏い、年に６組/各チーム（2023年10⽉期 成約
実績75組・12チーム）程度の成約がある。

当社に⽐し、成約案件の単価が⾼い。成約案件の特徴

当社は、主に中⼩企業に対するＭ＆Ａアドバイザリーサービスを提供しており、案件の獲得⽅法や⼈材の採⽤・育成等にお
いて、以下の特徴があります。

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.



28

成⻑戦略
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現 在

経営基盤の強化

エリアの拡充

サービスの拡充

⻑ 期

3つの成⻑戦略により⻑期的な成⻑を実現

⼈材の採⽤・育成、提携先の獲得・深耕、関連する事業への進出を軸とする戦略により、経営基盤の強化、エリアの拡充、
サービスの拡充を実施し、⻑期的な成⻑を実現していきます。

関連する事業への進出
新たな分野への専⾨的な⼈材の獲得・ナレッジの
共有による成⻑

提携先の獲得・深耕
関東圏から全国へ拡⼤することによる成⻑

⼈材の採⽤・育成
適切な採⽤・育成の実施、Ｍ＆Ａ実践の積み上げ

短 期
〜３年

中 期
〜５年

売上⾼

時間軸

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.
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20/10期 21/10期 22/10期 23/10期

30

採⽤
業界が未経験でもフットワークが軽く、熱意と会計知識
を持つポテンシャルの⾼い⼈材を採⽤しています。
Ｍ＆Ａに興味を抱く求職者は多く、当社の規模拡⼤に伴
い、採⽤を⾏い育成に⼒を⼊れております。

育成
当社のＭ＆Ａアドバイザーの場合、中⼩企業に対するＭ
＆Ａアドバイザリーサービスの提供に必要な業務を⼀気
通貫で担当することで、中⼩企業のＭ＆Ａに必要な知識
及び経験の早期習得及び効率的なＭ＆Ａアドバイザリー
サービスの提供を可能としております。未経験者であっ
ても、半年から１年程度で成約実績を積むことが可能で
あり、⼈材の育成及び教育の観点でも早期の戦⼒化に寄
与しております。

3つの成⻑戦略：①⼈材の採⽤・育成

⼈材の採⽤・育成は当社の最も基礎的な成⻑の源泉ととらえ、業界未経験でもポテンシャルの⾼い⼈材を確保し、経験者が
伴⾛しながらM&A実践に必要な知識や経験を短期間で習得できる育成体制を整えています。

Ｍ＆Ａアドバイザー⼈員推移（⼈）

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.

23/10期第３Q以後、退職により１名が減少。
通期を通して、採⽤は順調に推移。24/10期も継続して⼈員増を⽬指す。



3つの成⻑戦略：②提携先の獲得・深耕

12
41 53 64

70

137
152

164
64

168

196

239

20/10期 21/10期 22/10期 23/10期

31

M&Aの啓発
規模や収益の⼩さい企業は事業承継ができない、と
いう先⼊観を払拭するために、事業規模に関わらず
事業承継ができる成約事例の啓蒙活動を推進してい
ます。具体的には、⽇本が抱える事業承継の課題や
事業承継の端緒の掴み⽅等を解説するセミナーを提
携先に向けて実施しています。

提携先との意⾒交換
提携先に対する定期的なミーティングの実施、紹介
案件の進捗報告等を⾏い、提携先との関係深耕に向
けた対応を⾏います。

事業会社

⼠業

⾦融機関

新規提携先の拡充
⾸都圏から全国へとフォーカスを広げ、提携先の拡
充を進めます。地⽅での事業承継は都市部より深刻
であり事業承継ニーズが⾼いため、積極的な提携先
の獲得を⽬指します。
当社の提携先は関東地⽅が⼤部分を占めており、新
たな都市での提携数を増やすことで、更なる案件獲
得が⾒込めます。

提携先の獲得・深耕は当社が継続的に売上を成⻑させるための源泉ととらえており、獲得エリアを全国へ広げるとともに、
提携先へのセミナーや意⾒交換を活発に⾏い、提携先のM&Aを推進する基盤や体制を構築しています。

累計提携先数の推移 (件)

146

346

401

467

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.

23/10期第３Q以後、各提携先区分毎に継続的な新規アプローチを⾏い提携先が増加。
通期を通して、中⼩企業を中⼼とするＭ＆Ａが実施できる当社の知名度があがり⾦融機関との提携が増加。
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3つの成⻑戦略：③サービス拡充の可能性

PMIの実施

PMIは、Ｍ＆Ａ実⾏後に当初想定したシナジー効果の計
画を実現させる重要なプロセスです。
Ｍ＆Ａ実⾏までだけでなく、Ｍ＆Ａ実⾏後にサポートを
⾏い、シナジーが実感できるよう、コンサルティング業
務を推進していきます。

ハンズオン⽀援
後継者が決まっていても、経営のノウハウが不⾜して
いる場合や、時間をかけて企業価値を⾼めてから引退を
検討している場合等において、経営課題の改善を⾏い、
数年後のＭ＆Ａを⽬指すためのサポートを⾏っていきま
す。

インターネットでのＭ＆Ａマッチングサイト

より多くの事業承継案件をパブリックに発信することで
譲受企業の発⾒や複数の候補から選択が可能となり、
依頼者のニーズに合った事業承継が実現できます。
上場時に調達した資⾦によって、開発を⾏う予定です。

事業承継ファンドの創設
事業承継においては、オーナーの⻑期⼊院や急逝に
よって、検討期間を設けることができずに廃業や売却を
余儀なくされるケースがあります。
当ファンドによる経営⽀援により課題解決を⾏い、
適切な譲受企業の探索を⾏います。１社でも多く地域企
業の事業承継を⾏うことで、地⽅創⽣に貢献します。

「⼈材の採⽤・育成」「提携先の獲得・深耕」の成⻑戦略を⼟台に、M&Aアドバイザリー事業のノウハウを活かしてM&A
に付随する下記サービスの収益化を⽬指しています。

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.

「⼈材の採⽤・育成」「提携先の獲得・深耕」を優先に対応。その後に上記サービスの拡充予定。
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主なリスク情報
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主なリスク情報

※その他詳細については、有価証券届出書「第⼆部 企業情報 第2事業の状況 3事業等のリスク」に記載しております。

当該リスクへの対応策影響度時期発⽣可能性リスクシナリオリスク項⽬

当社は競合他社と差別化できる⾼品質のサービスを展開す
るために、優秀な⼈材を確保し、ノウハウの蓄積や共有な
どＭ＆Ａアドバイザーの教育研修の実施・充実に努めてお
ります。また、当社は、中⼩企業と関係性を有する全国の
会計事務所・税理⼠事務所などの⼠業や⾦融機関と提携す
ることで安定的な案件確保体制を構築しております。

中未定⾼

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業は、⾏政等からの許認可等が
存在しないため、参⼊障壁は⽐較的低い事業であると考
えております。そのため、当社のような主に中⼩企業を
ターゲットとしたМ＆Ａアドバイザリー事業を展開する
事業者は、⼤⼿事業者のみならず、多数の⼩規模事業者
及び個⼈事業者(主に会計⼠や弁護⼠、コンサルタント
等)が存在しており、今後も新規参⼊や競合事業者間で
の競争が激化することが容易に想定される。

同業他社
との競合

継続した採⽤活動による⼈材の確保、社内研修の
体制強化を進めております。⼤未定中

⼈材を適時確保できない場合や、採⽤後の教育研修の遅
延等の事態が⽣じた場合、また、社外への⼈材の流出を
防⽌できない場合には、提携先及び顧客に対する⼗分な
サービス提供ができないことによる当社の⾵評悪化に伴
う提携先からの紹介件数の減少、提携先からの紹介件数
の減少に伴う新規アドバイザリー契約件数及び成約組数
の減少により、当社の経営成績及び財政状態に影響を及
ぼす可能性があります。

⼈材の確保
及び育成に

ついて

Ｍ＆Ａアドバイザリー事業において、顧客法⼈から情報を
⼊⼿する際、秘密保持契約等を締結し、顧客に対して守秘
義務を負っております。当社では、顧客法⼈から⼊⼿した
情報が漏洩しないよう、情報の保管管理を徹底するととも
に、役職員に対しても守秘義務に関する教育を⾏う等の施
策を講じております。また、業務を通じて取得した個⼈情
報については、社内規程の整備・教育を通じて情報管理体
制の強化に努めております。

⼤未定低

役職員が情報を悪⽤し、インサイダー取引や情報漏洩が
⾏われた場合には、当社の事業運営への制限や信頼の失
墜等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。また、サイバー攻撃・コンピュータウィルス等によ
る不測の事態等により、守秘義務の対象となる情報が漏
洩した場合、損害賠償請求等の⾦銭補償や信⽤⼒の低下
等により、提携先からの紹介件数の減少、提携先からの
紹介件数の減少に伴う新規アドバイザリー契約件数及び
成約組数の減少により、当社の経営成績及び財政状態に
影響を及ぼす可能性があります。

情報流出

中⻑期的な事業成⻑に向け、当社のM&Aアドバイザリー事業に対するリスクを適切に把握し、各リスクの特性や影響度等
に応じた対応策を図っていきます。
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投資計画
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投資計画

※残額が⽣じた場合には、将来における事業拡⼤のための運転資⾦に充当する⽅針です。

 ⼈材の採⽤費及び⼈件費
今後の事業拡⼤に必要な営業部⾨及び管理部⾨の⼈材の採⽤費及び⼈件費

 業務拡⼤に対応する⽀店の設置
今後の事業拡⼤に伴う新規拠点の設⽴費⽤

 ITを活⽤したM&A情報の提供
当社HP上でＭ＆Ａ情報を配信するためのシステム構築、セキュリティ対策費⽤

実施予定時期
資⾦使途

26/10期25/10期24/10期

※80,465千円34,000千円34,000千円⼈材

39,078千円30,000千円30,000千円設備資⾦

40,000千円3,000千円2,000千円IT

IPOに伴い、292百万円の資⾦調達を実施。
業容拡⼤のため、以下の資⾦使途に充当予定。

※2023年11⽉14⽇に公表しました、オー
バーアロットメントによる売出の調達⾦額
分の増加しております。
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免責事項及び将来⾒通しに関する注意事項

当資料に記載された内容は、現時点において⼀般的に認識されている経済・社会等の情勢およ
び当社が合理的と判断した経営計画に基づき作成しておりますが、経営環境の変化等の事由に
より、予告なしに変更される可能性があります。

また、今後の当社の経営成績及び財政状態につきましては、市場の動向、新技術の開発及び競
合他社の状況等により、⼤きく変動する可能性があります。

当資料の真実性、正確性または完全性については、現時点で⼊⼿可能な情報に基づき、当社が判
断したものであります。従いまして、これらの内容はリスクや不確実性を含んでおり、将来にお
ける実際の業績は、様々な影響によって⼤きく異なる結果となりうることを、あらかじめご承知
おきください。

次回の「事業計画及び成⻑可能性に関する事項」については2024年10⽉期の決算発表（2024年
12⽉中旬頃）のタイミングで開⽰を⾏う予定です。

Ⓒ Japan M&A Solution Inc.


